
0

投入人員

（当該事務事業に

対して１年間に投

入した人員）

任期付職員(保育士)
任期付職員(子ども家庭支援員)

再任用フル

任期付職員(CW・水質)

再任用短
会

計

年

度

1級フル

1級パート

2級パート

0

－

0.00

－
使用料・手数料（受益者負担分）

国・県支出金

市債

一般会計

人件費計（Ａ）

直接事業費（Ｂ）

人 0 0.00 人

0 0

28,890 25,825

00.00

1 中 1職員給与費 職員給与費【義務】

会計

事業費

大

次年度予算（千円）

予算科目・事業

0.00

目標値

0.00

0 0

0

一般管理費

本年度実績 次年度見込

1

目標値

５．事務事業実施にかかるコスト（決算成果説明書と連動）

説

明

実　績

一般会計

1 2 総務費

手

段

方法・働きかけ

（活動指標）

意

図

対象をどのように

したいか

（成果指標）

回 4

効果的・効率的な予算執行

指標の説明（算式等）

本年度実績 次年度見込

本年度実績 次年度見込

直接事業費のうち

の主な歳出内訳 0

29,003

人

00

0

0

人 0

0.00 人

0.00

0

0

29,003

0

人

0.00

正職員 3.65

人0.00

総事業費（Ａ+Ｂ）

25,825 29,003

財源内訳

0 0

0 0

一般財源

その他（　　　　　　　）

00

0

0

0

28,890

令和5年度　飯塚市事務事業評価シート

担当部 作成者職名 作成者氏名 所属長職名

事務事業名

年6令和

事務事業№

所属長氏名

作成日2月8

231 - 5

１．基本情報

予算編成・調整・執行管理等関連事務

担当課 担当係

方向性 達成目標年度

25,825

項 目1 総務管理費

本年度実績（千円） 増減理由（10％以上の場合）

款

義務的経費 －

前年度実績（千円）（R2以降）

28,8903.70

業務量算出割合によるもの

人 0

人

0

0

0.00

人 0

人

0.00

0 0.00

0 0.00 人 0 0.00 人

0

00.00

人

人

人 人0

0

28,890

単位 達成目標値

経費区分

説

明

実　績方向性 達成目標年度

指

標

前年度実績単位 達成目標値

特別会計

0

前年度実績

目標値

単位

回

達成目標値

0

説

明

実　績 4

25,825 29,003

他 事業

0 0.00 人 0.00

0

0

0

0

人 3.25

人

市職員

４．成果指標（決算成果説明書と連動）

第二次行財政改革後期実施計画

指

標

前年度実績

予算編成・調整・執行管理等関連事務・予算執行の助言、指導

２．事務事業の概要及び目的（決算成果説明書と連動）

毎年度

－

－

達成目標年度

予算執行に関する通知回数

３．活動指標（決算成果説明書と連動）

予算編成方針説明会回数

行政経営

松本　一男

地方自治法第211条（予算の調整及び議決）
地方財政法第3条（予算の編成）、第4条（予算の執行等）

回 1 1 1

単位 前年度実績 本年度実績 次年度見込

－

事務事業類型 内部管理事務

根拠法令・条例・

要綱等

指標名

ｎ-1年度決算審査
方向性

減少

財政課

その他の計画

概

要

対

象

個別計画

全部直営 なし

課長

事業終了年度

総合計画

政　　策 2

3

1

施　　策

基本事業

財政1係

補助金等の支給

財政の健全化

指

標

事業開始年度

財務関係指摘事項件数

実施手法

長谷川　亮一

働きかける

相手・もの

把握していない －

施策体系

予算編成においては、社会経済の動向・国の施策等の動向に注視しながら、行財政改革の推進と行政評価を活用した事務事業の廃止・
重点化等を横断的に取組み、市民と協働した市政発展に向けた予算編成を行う。また、執行管理等は、合規性・経済性等の視点から予
算の効率的な執行を確保する。

行政経営部 主任

健全な財政運営の確立

48

実施計画期間

0.00

人 00.00 人

0.00 人 0 0.00

0.00

0.00 人0

人

人

0.00 人



評価の理由、または認識している課題を記載

成果の方向性

コスト投入の方向性

成果の方向性

コスト投入の方向性

現状維持

現状維持

現状維持

【

理
由
】

【

理
由
】

効率的かつ効果的な予算編成・調整・執行を行い、総合計画等の上位施策を着実に実行していくことを目的とし

た事務事業であるため。

自治体の責任において実施する必要がある事務事業であり、外部委託等によるコスト削減を図る余地もないことから、今後

も限られた時間や資源の範囲で実施することが妥当であるため。

方向性

８．今年度評価における成果と課題（決算成果説明書と連動）★

限られた時間や資源を有効に使い、総合計画等上位施策を着実に実現するための予算編成・調整事務を行った。また、予算資料の一部
を電子データでの提出とし、紙資源の削減を行うことができた。

【

課
題
】

令和6年度当初予算編成においても、施設の改修や維持管理にかかる経費、政策的経費が想像以上の額となったことで、一般財源予算の
フレームどおりの予算編成ができなかった部分があることから、再度経費の精査を行い、予算フレームの原則を徹底する必要がある。
また、前年度に引き続き経常枠配分額の部長調整を実施したが、次年度予算編成に向けた、より効率的・効果的な編成手法への見直し
が必要である。

【

成
果
】

７．前年度評価時の計画と実績

前年度改善策に対する実績　★　　　　※上記の改善策に対して今年度に実施できたこと、などを記入

前年度記載した改善策（課題解決や改革・改善に向けて、予算を含めた具体的な方策）★

⑤コスト・
成果ともに
現状維持

評価変更

理由

コスト（人・予算等）を必

要とせず、ただちに実施で

きる改善策

コスト（人・予算等）を必

要とし、中長期的に実施す

る改善策

９.今後の事業の方向性と改善策

令和5年度当初予算編成においても前年同様に説明会の開催は行わず資料の掲示のみで実施したが、早期に資料を掲示したことにより、予算
要求課からの相談等に時間をかけて対応することができた。また、各課査定を時間割とし、計画的で効率的な予算査定作業を行い、休日出
勤を抑制できた。政策的経費についても、合同ヒアリング及び合同査定を決められた時間内で集中して実施し、連携強化に取り組むことが
できた。また、予算要求書添付資料の一部をデータ提出とし、紙資源の削減を行うことができた。

次年度以降の改善策（課題解決や改革・改善に向けて、予算を含めた具体的な方策）★

現状維持

次年度以降に予算（コス

ト）を必要とせず、直ちに

実施できる改善策

次年度以降に予算（コス

ト）増を必要とし、中長期

的に実施する改善策

令和5年度も当初予算編成方針の周知を早期に実施し、予算要求課からの政策的経費の相談に迅速かつ柔軟に対
応することで、予算編成時の負担の軽減を図る。また、政策的経費の予算編成スケジュールについて、効果的な
手法を検討するとともに、義務的経費・経常経費の予算編成作業においても効率的な手法を検討する。

現在、予算要求書及び資料は紙ベースでの提出を受けているが、データを複数人で同時に共有できるシステム等
により、用紙及び印刷量の削減について検討する。

前年度評価★

評価視点 評価

妥当性

評価
高い

高い
効率性

評価

予算は議会の議決を経て執行されるものであり、自治体自らの責任においてすべてを実施する必要性
は高い。また、すべての市民を対象としており、偏りは見られず現状が妥当である。

外部委託の余地はなく、職員による予算編成（査定）作業の効率化・省力化を図っている。事務費に
かかるコストに関しては、予算要求書や資料等を電子化するなどにより削減の余地はある。

適切で効率的な予算編成・執行を目的とした事務事業であり、予算編成の精度向上・省力化を図り、
執行額の減額や財源確保に努める必要がある。自治体固有の事務であるため、類似事業や関連事業は
ない。

令和6年度も当初予算編成方針を早期に周知し、予算要求課からの相談に迅速かつ柔軟に対応することで、予算編
成の負担軽減を図るとともに、政策的経費をはじめとした予算編成方法について、前年度手法の点検・見直しや
先進地事例の研究などにより、限られた時間の中で効果的・効率的に実施できる手法を検討する。また、今年度
実施した予算要求書等のデータ化については今後も継続・拡充を図っていく。

現在、予算要求書・説明資料は基本的に紙ベースでの提出としているが、データ化した予算要求書などを複数人
で共有・書き込みができるデジタルツールなどを導入することにより、省力化及び紙資源の削減を検討する。

・「成果の方向性」「コスト投入の方向性」ともに1次評価のとおりとする。

・運営方法を見直し、ペーパレス化を進めることにより経費の縮減を図ること。

６．事務事業の事後評価★

有効性

評価
高い

評価区分

二次評価


